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「継続企業の前提に関する注記」の記載解消に関するお知らせ 

 当社は、本日発表の「平成 24 年 12 月期 第１四半期決算短信」において、「継続企業の前提に

関する注記」の記載を解消いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

記 

当社グループは、前連結会計年度（平成 23 年 12 月期）におきまして、営業損失 294 百万円（前々

連結会計年度は営業損失 247 百万円）、経常損失 444 百万円（前々連結会計年度は経常損失 443 百

万円）を計上いたしました。 

これにより、当社グループが将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じ

させるような事象又は状況が存在しております。そして、「平成 22 年 12 月期決算短信」から「平

成 23 年 12 月期決算短信」までは、当社グループの収益基盤及び財務基盤は不安定なものである

と判断し、「継続企業の前提に関する注記」を記載しておりました。 

当社グループは当該状況を解消すべく、以下の対応策を推進し、収益の改善に努めてまいりま

した。 

（収益基盤のさらなる強化・拡充） 

安定した収益が見込める「グリフィンシリーズ」に係る不動産管理事業等を基幹事業と位置付

け、経営資源の集中やコスト管理の徹底により、収益基盤をさらに強化・拡充してまいります。 

（不動産販売事業の継続） 

投資用マンション事業におきまして、事業規模は従来から大幅に縮小することとなるものの、

今後も年間１、２棟の投資用マンションを供給し、これにより不動産管理事業の維持・拡大をし

てまいります。当期連結会計年度（平成24年12月期）におきましては、１棟43戸の供給を予定し

ております。販売方法といたしましては、電話営業による戸別販売は行わず、事業法人への１棟

販売、さらには国内外のファンドや個人富裕層にも販路を求め、販売活動を行ってまいります。 

また、平成25年12月期以降につきましては、建設会社等の事業パートナーの協力を得ながら、

買戻し方式や共同事業方式等の省資金型事業スキームを活用した投資用マンションの開発を行っ

ていく予定であります。 

（財務基盤のさらなる改善） 

当社グループは、大きく毀損した自己資本の回復を図るため、平成23年12月19日に資本提携契

約の締結先の１社である思源国際発展有限公司を割当先とする第三者割当増資を行い、149百万円

を調達いたしました。しかし、これは債務超過リスクを減少するための必要最小限の金額であり、

自己資本比率を回復させ、また、新たな収益獲得のための事業資金が依然として必要であります。

 



 

そのため、様々な資金調達方法を検討してまいります。 

（資本提携先との事業協力による収益拡大） 

当社グループは、資本提携契約の締結先の１社である上海徳威企業発展有限公司を中心とした

徳威グループとの事業協力により、中国の個人投資家へ日本の投資用不動産を紹介する売買仲介

事業の拡大及び取り扱った物件の賃貸管理を受託することで不動産管理事業の拡大を図ることを

検討してまいります。 

上記の対応策のうち、「収益基盤のさらなる強化・拡充」につきましては、全社的なコストと

不動産管理事業等の各セグメントの原価コストの双方において管理を徹底したことが功を奏し、

平成 24 年 12 月期第１四半期連結累計期間において、当社グループは営業利益 35 百万円、経常利

益 23 百万円を計上するなど、その効果が確実に表れております。また、人員配置を見直し、横浜

エリアの不動産賃貸市況の把握・分析に重点を置くなど、不動産仲介営業の質の向上に努めた結

果、不動産仲介事業の売上増加につながったことも収益改善の後押しとなっております。当社グ

ループの主力事業である不動産管理事業は市況や季節による変動が少なく、当第１四半期連結累

計期間と同様の収益を通期においても継続して計上することが十分見込まれるものと判断してお

ります。「不動産販売事業の継続」につきましては、平成 24 年 12 月期第４四半期連結会計期間

において売上を計上する予定の投資用マンションの販売先の絞り込みを行う段階まで来ており、

順調に進んでおります。「財務基盤のさらなる改善」、「資本提携先との事業協力による収益拡

大」につきましても、資本提携先である上海徳威企業発展有限公司との協議を継続的に行ってお

り、あらゆる可能性を検討しております。 

以上により、当社グループの収益基盤及び財務基盤は安定的な状態に移行しつつあり、継続企

業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断し、「平成 24 年 12 月期 第１四半

期決算短信」において、「継続企業の前提に関する注記」を解消することといたしました。 

以 上 


